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●論説●

これからの石油エネルギー戦略
The Strategy of Future Oil Energy 

松井義雄＊

イラン・カーグ闘南方 100キロを航行中の，キプロ

ス船籍わ油タンカー「アメシスト」か，この 8月24日，

イラク空軍からミサイル攻撃を受けた．乗組員の大半

は救助されたか，原油を積み終えたはかりの同船は炎

上，まもなく沈没した。

ペルシャ洒内ては，この日まてに既に， 40隻近くの

タンカー，貨物船かイラク，イラン両空軍の“標的”

になっている。だから，被弾そのものは，別に珍らし

いことてはなかった．だか，一部の専門家は，この事

件を重視した．原油を満載していたこと，攻撃直後に

沈没したことなどか注目点であった．

それまて，被弾した船の多くは空船だったし，攻撃

後，ただちに沈んだ例もなかった．このため，戦時下

という一般的恐怖はあったものの，反面「大ことには

なる祖い」といった空気か関係者の中にあったことも

事実だった．

この事件は，そうした関係者の楽観にきびしい一＇撃

を与えた。 イラク空軍の内部では，どの船をねらえば

より効果的かという情報網の整備，船のどの部分を攻

撃すれは弱いかといった攻撃技術の進歩か着々と図ら

れているのてはないか．そんな思いを強めさせ，ペル

シャf府は，やはり危除な礼印域ということを再確認させ

たのである．

わか国は，今更いうまてもなく，輸入原I由の過半を

この危険な海に｛衣存している． 1970年度，第一次石油

ショック以前は，その依存度は 8割を超えていた．以

来，ー地域への極度の依存は安全保障上，きわめて危

険たとの声か高まり，その依存度は徐々に低下してい

＜． エネルギー統；；十年報で，中東依存度の推移を見る

と， 75年度には78形に戚少，第＿三次石油ショックの79

年度には76％になっている．

その後も戚り続け， 83年度は 71.2形となった． 10年

間て，依存度はさっと10％減った勘定になる。このう
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ち，最も危険なホルムズ海峡への依存度は65％程度だ

か，中東全域か決して安泰ではない現状を考えれば，

今後，わか国が石油戦略を考えていくうえでは，やは

り，中東依存度7割の方を問題にすべきであろう．

く中東依存度はどこまで減らせるか＞

7割という数字はきわめて高い。現在わか国の一次

エネルギーに占める石油の比率は， 62％程度だから，

もし中東にことか起き，この地域からの輸入が止まる

ようなことかあれは，わか国は，全エネルギーの 4割

強を失なうことになる．産業のマヒはいうまでもない．

生活そのものか大混乱に陥るだろう。 しかも，その危

険度はかなり高いことか問題なのである．

どうしても，供給源の多角化か求められるわけたか，

今後，それを目指して，一体どのくらいの多角化一一

言い換えれば，どれだけ中東依存度を減らすことか可

能なのだろうか．

この問題を考える場合，まず把握しておかなければ

いけないことは，中東以外のどの国に，どの程度の生

尭余）jかあるか．ということである． 過去の生産実

績や， 政府発表の数字からPIWが作成した資料でそ

の余力を見ると，ア）レジェリアか日量45Jjバレル，ナ

イジェリア， リビアか85万バレル，ベネズエラが76万

ハレル，インドネンアか13万バレ）レ，メキシコか24万

バレルといったところが大どころだ．今後の開発とい

うことを考えれば，これに中国を加える必要かあろう．

もちろん，最終的には，牛産余力ではなく，輸出余

力か問題となるか，脱中東を目指すなら，結局，これ

らの地域からの輸入を増やすほかはない．アメリカか

らの輸入も考えられなくはないか，昨年来，話題とな

ったアラスカ原油の輸人か，レーガン大統領自身の前

向き姿勢にもかかわらす，結局，議会に拒否されたい

きさつから見て，そう多くを期待することは無理であ

ろう．

さらに，余））を持つ国々を見ると，そのうちの3国
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かアフリカである．緊急時てあれば，地域なとはかま

っていられないか，多角化戦略は，平常時に進めてお

かなくてはならない．そこかむずかしいところだ．何

しろ，アフリカは，中東に比べ，はるかに運賃が高い．

石油連盟の資料によれは，サウジアラビアのラスタヌ

ラ港なら， トン当たり 16.34ドルですむのに，ナイジ

ェリアは 26.76ドル， リビアは 22.09ドルと割高になる．

これだけの違いがあると，採算を重視する企業に，

多角化を求めても，それは土台無理というものであろ

ぅ．結局，多角化戦略の中心は，やはり「環太平洋圏」

に絞らさるを得ない。つまり，今， 28％の環太平洋圏

からの輸人量を，将来，どの程度増やせるかか，中東

依存度をどの程度引き下げられるかのカギを握るとい

うことになる．

環太平洋圏の中で，生産余力を持つ国は，中国・メ

キシコ・インドネシア・マレーシア，それにブルネイ

といったところだ．まず中国の場合，現状のままては

そう多くを期待するわけにはいかないか，既に当たり

続けている「渤海原油」が86年ごろから商業生産には

いる．中国の内需も増えると予想されるため，正確な

輸出増可能量を予想することは困難だか， 90年ころを

展望してみれば，現状の輸人量（日量 18.7万バレル）

の10万バレル増し程度を見込んでもよいのてはない恥

メキシコも有望地域である．非OPECでもあり， 0

PECの生産制限にしばられることもない．累積債務

の現状からいっても，輸出意欲は引き続き高いと見て

もよいであろう．ただ，いくつかのあい路がある．一

つは，太平洋岸の原油積み出し港，サクナクルスヘの

パイプライン輸送量か限られていることだ．

現在，わか国は，メキシコから日量13.7万バレルを輸

入している．関係企菓によれは，今のパイプラインは，

16万バレルか限界であるという．従って．現状のまま

では輸入拡大はタカか知れている． もちろん，パイプ

ラインをもう一本増設すれば話は別だ． これかできれ

は， 90年時点で，メキシコ原I由輸入を，倍増すること

もできないことではない．

もう一つの欠点は，メキシコか売りたかっている原

油は，中東のそれに比べ，重質であるという点だ．現

在のわが国石油業界の装置体系か，明らかに中東原油

向きにできていることを考えると，もしメキシコ／原油

を増やすなら，業界は相当真剣に重質油分解装償の導

入を図る必要か出てくる．

もう一本のパイプラインと国内装置の高度化は，い

ずれも巨額の資金を必要とする． これは，決して容易

エネルギー・資源

なことではない。 しかし不可能なことてはない．多角

化を量要なことだと判断すれば，十分に対応すること

はできるだろう．

この二国に比べると，インドネシア・マレーシア・

プルネイのASEAN3国は、そう多くの増量は望め

ない．マレーシアとプルネイは，元々置か少ない。イ

ンドネシアはその点，相当の余力を持っているか，こ

の地域の今後の発展，米国のインドネシア原油に対す

る固定的な防衛需要などを勘案すると， 3国合わせて

も日量10万ハレ）レ増やせれはいい方ではないか．

このように考えてみると，中国・メキシコ •ASE

AN3国から輸入を増やせる量は， 90年時点て，せい

せい日量30万～40万バレルといったところてあろう．

現在のこれら環太平洋園からの総輸入量は，さ｀っと100

万バレルだから，最大に見込んでも，それか140万ハレ

ルにしかならないということである．

一方，わか国の長期エネルギー需給見通しを見ると，

90年時点のわか国原油需要は，バレル換算して，日量

350万バレル程度で現状と変わらない．そこで環人平

洋圏依存度を求めてみると一応40％ということになる．

これは今， 7割の中東依存度をかなりの努力を払えば，

6割にまて減らすことかできることを意味しよう．

わか国は過去10年間に，中東依存度を10％滅らした

ことは前に述べたか，今後の 7~8年間を展望しても

さらに10％減とすることか限度たということになる．

く安全保障の柱にはなれない自主開発＞

10％減という数字は，決して人きくはない．むしろ，

たったそれだけかという思いのガか先に立つ．危険な

中東に 6割の原油を依存していれは，現状の 7割より

はましとはいえ．依然ツナ渡りの状態は変わりなく，

いったん戦争か激化し，輸人かストップすれば混乱に

陥ることは避けかたいからた。

しかし，この現実から逃避するわけにはいかない．

そうである以上，わか国か今後，石油戦略を考える場

合，多角化たけでは不十分で何か別の手段を併川しな

ければならないことを意味する．

併用すべき手段としては，いくつかのものか考えら

れる．第は原／由の自土開発努力た．現在，探鉱中の

ものも含め，プロジェクトは50強を数える．ただ，残念な

から，サウジアラビア・クウェート巾立地帯沖て，ア

ラビア石油か手かけるカフジ，フート油田，アブダビ

・アドマ鉱区で， シャパン石油開発か生痒中のウムシ

ャイフ，ザクム油田を除けば，大型のものは発見され
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ていない． これらか全て，中東地域てあることを考え

ると，安全保障的には，きわめてひ弱な状態といって

よし‘•

もちろん，開発には莫大な金かかかる．長い年月も

必要てある．そのためには，探鉱段階の資金，開発には

いってからの必要資金の面で，石油公団，日本輸出入

銀行などの前向き姿勢か要求される．加えて，目下10

00人程度しかいないといわれる石油開発技術者の着成，

外交などの面で，国の役割も重い．

しかし，自主開発は，やはり，当たらなけれはまるて意

味かない．どうしても運の要素かつきまとう．無資源

国二 yポンとすれは，力を入れなくてはいけないこと

はわかっていても，現実に原油の入手か容易な現状て

は，今一つムードか盛り上からないのも，ある意味て

は無理もない。

今の状態では，昨年12月，資源エネルギー庁長官の

私的諮問機関，石／由開発基本問題懇談会か打ち出した

「95年度の自主，開発原油を，日量 120万ハレルにする」

との目標を達成することは，余程の幸連に見舞われな

い限り．困難を伴なう．やはり．自主開発原油は．地

道に努力すべきもので．これを安全保障の一つの柱に

することには無理がある．

供給源の多角化戦略と併用すべきもう一つの手段は，

代替エネルギーの導入たろう．現在， 62％程度の使用

エネルギーに占める石油比率を急速に下けることかで

きれば，石油の中東依存度かそう下げられなくても，

結果的に安全度は高まる．長期エネルギー需給見通し

では，現行の62％か， 90年度 52.5%, 95年度48％と下

かっていくことになっているか，果たして，本当にそう

なり得るだろうか．

70年代後半から， 80年代前半にかけて，かなりのピソ

チで石油依存度を下け得たのは，石油価格か上かり続

けていたためで．産業にとっては，石油に代わるエネル

ギーを使うことか「採算上必要であった」からである．

今のように石油価格か下かり気味に推移している中て，

これまてのような代替エ不ルギー化を期待することは，

きわめてむすかしいと思われる．

昨年，長期見通し改定に際して，同様の論議かあり，

石油依存度か50％を割る時期は，旧見通しに比べれは

先に伸びたか，今の産業界の状況を見ていると，石油

•石炭混焼ボイラーの導入意欲か急速に冷え込むなど，

現行の見通しの実現も至難のわさである．石油か他の

エネルギーに比べて，熱量，取扱い，公害など様々な

面から見てすぐれている以上こうした安定期には，や
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むを碍ないことともいえよう．

この点に関連して，もう一つ気になることは，代替

エネルキーのエースといわれる原子力利用の遅れ

てある． ここ数年の推移を見ると，立地はますます困

難になっており， it圃通りの原子力導入は，相当にむ

すかしい情勢になってきている． もし原子力の計画か

次々に遅れることになれは，それだけで現行の見通し

は破たんする。そのおそれは十分にあるわけで，その

意味からいっても，この代替エネルキー化を安全保障

対策の中核とするわけにはいかないのてある．

＜備蓄充実しかない安全対策＞

残る方法は備蓄である．買い込んだ原油を蓄えてお

くたけのことだから，最も原始的な方法だか，結局の

ところ，この方法かわか国の場合，最も確実で効果的

0)ように思える。

わか国の現在 (84年7月未）の備蓄は，石油製品換

算で，国家備蓄か］，423万キロリットル，民間備蓄か5,5

55万キロリットル，合計で，ざっと7,000万キロリットル

である．国家備蓄か26日分，民間備蓄か102日分に相

当する．註128日分は，もちろん過去最高て， 80年以

前は100日分を割っていたことを考えれば，かなりの

水準に達したといってもよいたろう．

しかし，これで必要にして卜分かといえば，決して

そうではない．国際エネルギー機関 (IEA)平均の

160日～170日分に比べて，日薮的に見てもはるかに見

劣りするうえ，内容にも様々な問題点か残っているか

らである． このため， IEAからも「日本はもっと備蓄

を増やすべきてある」との指摘を受けていることも事

実なのである．

問題点の第一は，民間備裕102日分とはいっても，

この中には， 45日分の流通在庫分か含まれていること

であろう．流通在庫とは，日本全国のどの地域にも供

給不足を起こさせないために，各拠点に蓄えられてい

るもので，もちろん，有事の場合の使用は可能たか，そ

れを使ってしまえは，それ以降の円滑な石油供給か果

たせなくなるというしろものてある．

従って，正確には，これは備蓄とはいえない．つまり，

わか国の本‘りの民間備蓄は， 102日分てはなく， 45日

分を差し引いた5711分ということになる．有事の場合

に，本況に使える石油は，これに国家仙蓄の26日分を

足した83日分でしかない．さらに，いわゆる底だまり部

分のデットストックか10％はあるたろうといわれてい

る． これも壮『｝ーに人れれは，わか国が行事の際に使え
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る貞の備蓄は，国，民間を合わせ， 2か月オ分に過ぎ

ないことにt£る．

有事は，そう長く続かないだろうから，この程度て

もいいのではないか，との見方もあろう．わか国だけ

のことを考えれは，あるいはその通りかも知れないか，

現状の先進匡l備俗は，単に，まさかの時の備えという機

能だけではなくなっている． 「7％以上の供給削減か

あった場合，相互に融通する」という IEAの緊急ス

キームの対象ともなっているからた．

さらに，先のロントン・サミソトては，結），i]決まらな

かったとはいえ，緊急時の一斉放出を，米国か強く主弘

したことは記樟に新しい．つまり，わか国の価蓄は，

わか国自身の備えてあると同時に，国際戦略の一環と

もなっている． それも合わせ考えれは， IEAのわか国

に対する備蓄積み増し要求は，決して軽視すへきでは

なく，努力か必要だといってよい。

わか国備蓄の第二の問題は，備蓄原油の内容の問題

である．備蓄は，あくまで備えだと考えれば，原油で

あれは何でもよいともいえるか，できることなら，今，

平常時にわか国か使用している原油油種構成に近いも

のであることか望ましい．あまりに閃なった油種構成

たと，現有設備との関連で，特定の製品か不足してしま

う懸念か強いからた．

わか国の備蓄原油の油種構成は，戦略J：明らかにさ

れていないが，重質油の比率かかなり高いことは，ほ

ほ確実と見られている． とくに，国家備岳については，

甫質油か圧倒的な割合を占めているとの説か有力た．

もしその通りだとすれば，同じ何日分とはいっても，

ガソリンと市（由ては，大きく違うことになろ．価格や

自じ開発原（由との閃係などもあり，平常時のIfl1種構成

に合わせることは，決して安易なことではt［いようた

か，生産国に対するハーゲニング・パワーとしヽう点か

らいっても，このことは見落としてはならない小~疫な

ポイントといってよい．とくに，そうした凋整は，本来，

国家備蓄かやるべきことで，わか国の実情は，まだお

寒い限りだともいえよう．

国家備蓄0)悲地は，現在，占森県・むつ小川原と，

先ころから貯（由を開始した北屈氾・苫小牧東部だけて

ある． 日ドの備裕蟻は両韮地合わせ， 620万キロリット

ルしかない．残る国家備蓄は，民間タンクやタンカー

のままに置かれている．この限地建設の遅れか，第二の

間題点てある．

通産省，石川公団は， 88什度まてに今の国家備蓄］423

万キロリ y トルを， 3,000万キロリ y 卜）レ (53日分）に

エネルギー・資原

まて高める計画て，これに合わせ，基地建設を急いてい

る．予定ては，むつ小川原・苫小枚東部の増設，福凡

長崎・！五島，福岡・白烏，秋田なとか同年度まてに

完成することになっているか，財政難もあって計画は

やや遅れ気味てある．入れ物かなくては，備蓄増強をl

伽してもむなしいわけて，政府，石油公団による註両

の加速か望まれる．

各国決まった「最適備蓄水準」かあるわけてはない．

たた今のわか国の128日分（流通在庫を除いて83日分）

は，明らかに低い．国の叶画か順調に進めは， 88年度

には，国家備蓄か現在より27日分積み上がり， 155日分

（流通在印除き］10日分）になるか，これても現状の I

EA平均を下回る． これては心もとない．やはり，最

低でも IEA詐みの170日分（在庫除き125日分）は日

指すべきてある．

これを実現てきれは，現在の流通在庫込み 128日備

蓄か，在庫を除いて同水準とtふる． これでも 1分とは

いえないか，これなら，輸入／東油の 6割を依存する中東

にことか起こり， l恥由か止まっても， 15％程度の消費

節約を合わせ実施することで, 6 ~8か月は食いのば

すことかできる． これはどにくー地域からの供給か途

絶えることは現実にはないたろうから，原油ははは安

泰といってよいことになる．

今後わが国のエネルギー戦略目標は，この備荼増強

にこそ附かれなけれはならない． もちろん財政的には

きわめて苦しいし，拮地建設かこれに追いつくかとう

かに疑問かないわけてはない．けれとも，やらなくては

ならないことは，どんな財政事情下ても推進しないわ

けにはしヽかなし‘•

場合によ：）ては，エネルキー税制全般の見直して，

価蓄培強のための資合ねん出を図る必甥もあるたろう．

あるいは，エネルギーに関する限り，もうー［段の増税

もあり得ることてある．もし，それかタメだというのて

あれば，わか国の石油を巾心とするエネルギーの安仝

保障は會永遠に確保されないことになる．
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